
合う機運を高めるという貢献を果たしたことは

間違いないであろう。

　ところで野村資本市場研究所（2015）が指摘

するように、増田レポートは地方創生において

地域金融が果たす役割については、「地域金融の

再構築」など最優先のものに限った簡潔な指摘

にとどまっている。そこで本稿では、地方創生

に向けた地域金融の役割を考察し、特に地域金

融機関が経営者教育に取り組む意義を検証する。

第 2 節では先行研究に基づいて地方創生におけ

る地域金融の役割を考察したうえで、本稿の問

1　はじめに
　日本創生会議・人口減少問題検討分科会が「成

長を続ける 21 世紀のために『ストップ少子化・

地方元気戦略』」（いわゆる増田レポート）を公

表したのが、2014 年 5 月であり、既に 4 年が過

ぎている。増田レポートは、若年女性人口（20

〜 39 歳の女性人口）を人口の「再生産力」を表

す簡明な指標として、多くの地域が将来消滅す

る恐れを指摘し、社会的にも大きなインパクト

与えた。増田レポートの内容にはさまざまな批

判があるが、地方を中心とした人口減少に向き

〜要旨〜
　人口減少期を迎えた我が国において、地域経済は厳しい環境に置かれており、地域金融機関も再編
を含めたさまざまな経営努力が求められている。ただし、地域経済の主役である中小企業に対する支
援策は、行政や地域金融機関による多様なメニューが存在するにもかかわらず、十分に活用されてい
るとはいえない。そこで本稿では中小企業経営者の経営スキル、とりわけ金融リテラシーを向上させ
る経営者教育の持つ可能性を検証した。
　中小企業経営者に対するアンケート調査から、自己資本比率を把握していたり、経営計画を策定し
ていたりする経営者の企業は、そうでない企業と比べて、2 期連続黒字の割合が高く、2 期連続赤字の
割合が低いことがわかった。また事前に創業希望者向けのセミナーを受講していた経営者は自己資本
比率を把握し、経営計画を策定する傾向が認められた。さらに金沢信用金庫による「きんしん経営塾」
の事例調査から、経営者教育が中小企業の経営改善や、地域における雇用の質の向上、中小企業の成
長促進などに寄与する可能性が示唆された。これらの調査結果は地域金融機関による経営者教育の有
用性を示唆している。
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地域銀行の再編と営業基盤の強化の必要性を論

じている 1）。以上のような現状認識に基づいて、

野村資本市場研究所（2015）ではさまざまな視

点から地域活性化に資する地域の金融や資本市

場のあり方を幅広く模索している。

　次に地域金融機関の役割に焦点を絞った家森

（2018）についても確認したい。家森（2018）は

全国の地域金融機関の支店長向けにアンケート

を実施し、地域金融機関の営業現場の現状と課

題を明らかにしている。家森（2018）における

調査でも他社との金利競争で貸出金利が低下し

ている一方で、いまだに金利よりも融資量の確

保を優先する傾向が見て取れる。他方、事業性

評価にしっかり取り組めているという傾向もみ

られる。家森（2018）の分析では、事業性評価

への取り組みと職場でのやりがいには相関関係

がみられ、さらにそうした支店は社内で優良支

店として評価されていることが示されている。

また融資判断において非常に重視する項目とし

て、「経営者の資質・やる気」や「財務の健全性

や収益性」、「プロジェクト（ビジネスプラン）

の質の評価」が上位を占めており、「提供された

保証・担保」などは非常に重視する項目ではな

くなりつつあることがみてとれる。

（2） 本稿の問題意識
　ここまでで確認したように、人口減少と少子

高齢化という量的・質的な人口動態が地域金融

に深刻な影響を与えることが懸念されている。

そのような地域経済を取り巻く厳しい環境のな

かで、地域金融機関によるさまざまな取り組み

も見られた。

　ところで地域経済の主役である中小企業に対

する支援策という面に目を向けると、地方創生

の機運が高まる以前から多様なメニューが存在

していた。しかしながら、安田（2014）は 2000

題意識を明確化する。第 3 節では海外での調査・

研究を紹介しながら、経営者教育の近年の潮流

や期待される効果について考察する。第 4 節で

は筆者が携わった 2 つの調査の分析結果に基づ

いて経営者教育の持つ可能性について検証する。

第 5 節では本稿の結論を整理し、今後の課題に

ついて述べる。

2　地方創生における地域金融の役割
　本節では先行研究に基づいて地方創生におけ

る地域金融の役割を考察し、本稿の問題意識を

提示したい。なお先行研究について本来であれ

ば、海外の地域金融に関するものも含めるべき

かと思われるが、紙幅に制約があり、また我が

国の現状把握と問題意識を優先するため、本邦

の先行研究のみにとどめる。

（1） 我が国における地域金融の現状
　まずは野村資本市場研究所（2015）に所収の

いくつかの論文を確認する。まず宮本（2015）

は少子高齢化の進展に伴う人口動態の変化から、

これまでのような個人金融資産残高の増加が見

込みにくいことを指摘している。そのうえで、

地方から都市部への人口移動を背景として、相

続が地方から都市部への金融資産の流出をもた

らす可能性を示している。そして金融機関が人

口動態の変化と向き合う必要性を指摘している。

一方で野村（2015）は地方の人口消滅により地

方からの人口流入がなくなると、都市部（東京

圏）でも人口減少期に入り、深刻な医療・介護

サービス不足が発生する恐れを指摘している。

そのうえで、東京都民においても老後資金の形

成、高齢期の就労、地方への移住などのライフ・

プランニングが重要となることを指摘している。

また小立（2015）は、そうした環境下においても、

貸出金利息に依存する地域銀行の現状を指摘し、
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いずれにせよ、起業家教育に関する研究の主な

関心は起業家教育が起業家精神の喚起に効果が

あるのか、あるとすればどのような教育プログ

ラムなのか、という点にあるといえる。

　これに対し、Bruhn and Zia（2011）は従来の起

業家精神と企業の成長との関係に焦点を当てた

研究だけではなく、近年は経営資本（Managerial 

capital）あるいはビジネススキルがもう一つの企

業の成長の原動力として注目されていることを

指摘している。たとえば Brooks et. al.（2015）は

ケニアの若い創業者向けにビジネストレーニン

グやメンターシップ（地元の創業成功者の紹介）

を実施し、何も受講しなかった層と比較して、

特にメンターシップ受講者で利益が 25％増加し

たと指摘している。また Ekanem （2012）は黒人

や少数民族の企業家等が金融上の困難に陥った

ときにとるべき行動を知らないか無視している

と指摘し、倒産前の相談を促進する教育が必要

であると結論付けている。

　経営者が経営能力を有していることは自明の

ことのように思える。しかしながら、さまざま

な背景から経営者としての訓練を十分に受ける

ことなく経営者となっているケースは我が国に

おいても決して少なくない 2）。また十分な訓練を

受けて経営者になっている場合であっても、経

済・経営環境の変化によって従前に受けた訓練

の内容が陳腐化する可能性もある。そのため、

経営者がビジネススキルを磨くための経営者教

育の機会を提供することが重要となる。

（2） 海外における経営者に対する金融リテラ
シー教育

　経営者に求められるビジネススキルは多岐に

わたるが、近年注目されているのが、中小企業

経営者に対する金融リテラシー教育である。イ

タリア銀行の Visco 総裁はより高度な金融教育

年代に行われたきめ細かな中小企業に対する支

援策が、総じて中小企業に認知されていない問

題を指摘している。安田（2014）は施策の浸透

度の低さの原因として、施策を理解する時間が

ないことの影響が大きいことを指摘し、施策情

報を入手しやすくすること、情報提供のルート

として金融機関が中核となることを提言してい

る。ただし、安田（2014）も指摘しているよう

に、施策情報の受け手側が本来有効な施策に対

してメリットを感じていないという可能性もあ

る。当然ながら、情報の受け手側とは中小企業、

より具体的にはその経営者を意味する。

　そこで本稿は、地方創生に向けた施策の効果

をより高めるためには、中小企業経営者の意欲

や資質の向上が重要であるとの立場から、経営

者教育の持つ可能性を検証する。

3　経営者教育の潮流
　本節では近年の経営者教育の潮流を考察し、

次節での我が国における現状分析につなげる。

（1） 起業家教育と経営者教育
　ここでは経営者教育の潮流を考える上で、起

業家教育との関係を整理しておきたい。起業家

は成熟化した経済にイノベーションをもたらす

存在であり、起業家教育は先進国において非常

に関心を集めている。Brown and Hanlon （2016） 

は行動観察尺度法に基づき、観察した起業家の

行動が、雇用や売上に有意な影響を与えていた

という。また Saraiva and Gabriel（2016）は EU 

諸国における起業家教育と若年層の起業意欲

との関係を検証している。Rauch and Hulsink 

（2015）もオランダにおける起業家教育プログラ

ムの効果を実証している。一方で Fayolle and 

Gailly（2015）はフランスでの起業家教育が必ず

しもプラスではなかったことを指摘している。
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も皆無である。中小企業経営者の経営スキルを

高めるための経営者教育を普及させるには、そ

の効果を実証していく必要がある。

4　経営者教育の持つ可能性の検証
　本節では筆者が携わった 2 つの調査を参照し

つつ、我が国において経営者教育を活性化する

ことが持つ可能性を検証したい。

（1） 経営者の金融リテラシーと経営能力
　まずここでは家森・北野（2017）の調査に基

づいて、中小企業経営者の経営能力や金融リテ

ラシーと企業業績との関係について検証する。

家森・北野（2017）は一般の事業会社の経営者

3,000 人を対象にして調査を行った。家森・北野

（2017）の調査は、金融・財務指標の把握と企業

業績の間に関係があることを示している。表 1

のとおり、自社の自己資本比率について「わか

らない」と回答した経営者の企業は、「2 期連続

黒字」の割合がプラスの自己資本比率を把握し

ている経営者の企業よりも低く、「2 期連続赤字」

の割合が高くなっている。経営者による自己資

本比率の把握が企業業績に有意な影響を与えて

いることがわかる。一方で自己資本比率につい

てはプラスでさえあれば（債務超過でなければ）、

自己資本比率の水準そのものが企業業績に与え

る影響はあまりなさそうである。重要なのは経

営者がプラスの自己資本を維持し、把握する程

度の金融リテラシーを有していることであると

考えられる。

　次に表 2 から経営計画の策定状況と企業業績

との関係を検証する。表 2 のとおり、経営計画

の策定状況は企業業績に有意な影響を与えてい

る。特に計数の入った経営計画の策定状況につ

いて「わからない」と回答した経営者の企業は、

の実施が中小企業の技術革新や、経営スキル、

ガバナンスに影響を与える可能性を指摘してい

る（Visco, 2015）。

　前掲の Bruhn and Zia（2011）はボスニア・ヘル

ツェゴビナにおける若手経営者に対する包括的

な金融経済教育の効果を検証し、金融経済教育

プログラムの受講が実務や投資、借入条件など

に対して有意な影響を与えていることが認めら

れたとしている。また Drexler et. al.（2014）はド

ミニカ共和国で標準的な会計教育プログラムと、

簡素化な金融教育プログラムとを対象群を分け

て実行し、金融教育プログラムの方が金融上の

行動や報告書の質、収入などの改善に寄与した

という。さらに Adomako and Danso（2014）は

ガーナのベンチャー企業を対象にして、ベンチ

ャー企業実務と金融リテラシーとの関係を検証

し、金融リテラシーは企業のパフォーマンスを

向上させると指摘している。

　このような研究成果も踏まえ、近年は OECD

も中小企業経営者や潜在的な起業家に対する金

融教育の効果に着目している。Atkinson （2017） 

は多くの国で中小企業が企業の大半を占め、雇

用を創出し、国民所得に対して著しく貢献して

いることを指摘している。そのうえで中小企業

が税負担や金融市場へのアクセスの困難さ、支

援策等の欠如などさまざまな困難に直面してお

り、中小企業経営者に対する金融教育が課題の

克服に寄与する可能性を指摘している。

　我が国においても各地の商工会議所や地域金

融機関等が創業者希望者向けのセミナーや経営

塾などを提供している。しかしながら、そうし

た経営者や創業希望者向けの教育プログラムが

十分に生かされているとはいいがたい 3）。また我

が国においてそのような創業希望者や経営者向

けの教育プログラムが経営者の行動や企業の業

績にどのような影響を与えたかを検証した研究
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表 1　自己資本比率の把握と企業業績

自己資本比率 直近の当期純利益の状況 合計2 期連続黒字 赤字から黒字 黒字から赤字 2 期連続赤字

0〜20%未満 N 206 48 50 111 415
% 49.6% 11.6% 12.0% 26.7% 100.0%

20%以上40％未満 N 115 23 20 35 193
% 59.6% 11.9% 10.4% 18.1% 100.0%

40%以上60%未満 N 47 17 13 26 103
% 45.6% 16.5% 12.6% 25.2% 100.0%

60%以上 N 115 17 33 45 210
% 54.8% 8.1% 15.7% 21.4% 100.0%

債務超過 N 15 19 7 73 114
% 13.2% 16.7% 6.1% 64.0% 100.0%

わからない N 876 181 201 707 1965
% 44.6% 9.2% 10.2% 36.0% 100.0%

合計 N 1374 305 324 997 3000
% 45.8% 10.2% 10.8% 33.2% 100.0%

値 自由度 漸近有意確率 （両側）
Pearson のカイ 2 乗 127.838 15 0.000
尤度比 133.170 15 0.000
線型と線型による連関 26.931 1 0.000
有効なケースの数 3000
出所）筆者作成。

表 2　経営計画の策定状況と企業業績

計数の入った経営計画の策定状況 直近の当期純利益の状況 合計2 期連続黒字 赤字から黒字 黒字から赤字 2 期連続赤字
銀行にも提出した経営計画が
ある

N 72 22 20 35 149
% 48.3% 14.8% 13.4% 23.5% 100.0%

銀行には提出していないが経
営計画はある

N 85 15 18 25 143
% 59.4% 10.5% 12.6% 17.5% 100.0%

計数の入っていない大まかな
経営計画は作成している

N 91 42 19 45 197
% 46.2% 21.3% 9.6% 22.8% 100.0%

経営者の頭の中にはあるが、
具体的な作成はしていない

N 253 60 56 158 527
% 48.0% 11.4% 10.6% 30.0% 100.0%

経営計画はない N 651 116 158 519 1444
% 45.1% 8.0% 10.9% 35.9% 100.0%

わからない N 222 50 53 215 540
% 41.1% 9.3% 9.8% 39.8% 100.0%

合計 N 1374 305 324 997 3000
% 45.8% 10.2% 10.8% 33.2% 100.0%

値 自由度 漸近有意確率 （両側）
Pearson のカイ 2 乗 79.604 15 0.000
尤度比 76.473 15 0.000
線型と線型による連関 31.807 1 0.000
有効なケースの数 3000
出所）筆者作成。
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では自己資本比率を把握したり、経営計画を策

定したりする経営者はどのように生まれるので

あろうか。家森・北野（2017）の調査では経営

者としての準備状況と経営者の状況把握との関

係についても確認している。まずは表 3 に基づ

いて、経営者としての準備状況と、経営計画の

策定状況との関係をみていく。まず目を引くの

は経営者になるために「特別な準備をしなかっ

た」と回答した経営者のうち、実に 86.3％が「わ

からない」もしくは「経営計画はない」と回答

している点である。経営者、特に起業家はリス

クをとって行動し、イノベーションをもたらし

てくれる存在ではあるが、無計画な起業では持

続的・継続的な企業経営は困難が予想される。

これに対して、積極的に経営計画を策定してい

るのが、「銀行に相談に行った」や「創業者向け・

「2 期連続黒字」の割合において最も低く、「2 期

連続赤字」の割合において最も高くなっている。

また「経営者の頭の中にはあるが、具体的な作

成はしていない」や「経営計画はない」と回答

した経営者の企業も 30％以上が「2 期連続赤字」

であり、何らかの形で経営計画を作成している

経営者の企業の 20％前後の数値との違いが目立

つ。将来に向けた投資が異時点間の資源配分に

関する意思決定であるという意味で、経営計画

の策定は極めてファイナンスの要素が大きいと

考えられる。そのため、経営計画の策定状況は

経営者の金融リテラシーの高さとも結びついて

いるといえる 4）。

　ここまで自己資本比率の把握および経営計画

の策定状況でとらえた経営者の金融リテラシー

が企業業績に与える影響を検証してきた。それ

表 3　経営者になる準備状況と経営計画の策定状況

経営者になるための準備状況

経営計画の策定状況
銀行にも提出
した経営計画
がある

銀行には提出し
ていないが経営
計画はある

計数の入って
いない大まか
な経営計画は
作成している

経営者の頭の
中にはあるが、
具体的な作成
はしていない

経営計画は
ない

わからない 合計

以前つとめていた会社が倒産や
リストラなどのためにやむを得
ず、起業や転職をした

N 11 8 24 70 170 35 318
% 3.5% 2.5% 7.5% 22.0% 53.5% 11.0% 100.0%

経営者になることを目指して準
備をしていた

N 63 56 78 179 247 72 695
% 9.1% 8.1% 11.2% 25.8% 35.5% 10.4% 100.0%

創業者向け・将来の経営者向け
のセミナーに参加した

N 12 18 10 23 24 2 89
% 13.5% 20.2% 11.2% 25.8% 27.0% 2.2% 100.0%

同様の事業を行っている会社で
経験を積んだ

N 40 29 60 128 231 34 522
% 7.7% 5.6% 11.5% 24.5% 44.3% 6.5% 100.0%

貴社の社内で経験を積んだ N 32 26 30 76 98 17 279
% 11.5% 9.3% 10.8% 27.2% 35.1% 6.1% 100.0%

貴社の取引先・親会社等での経
験を積んだ

N 11 12 15 25 32 7 102
% 10.8% 11.8% 14.7% 24.5% 31.4% 6.9% 100.0%

独学や学校等で必要な知識を身
につけた

N 18 21 36 82 129 19 305
% 5.9% 6.9% 11.8% 26.9% 42.3% 6.2% 100.0%

銀行に相談に行った N 18 8 7 13 35 5 86
% 20.9% 9.3% 8.1% 15.1% 40.7% 5.8% 100.0%

元手となる自己資金を貯金した N 13 22 31 53 96 16 231
% 5.6% 9.5% 13.4% 22.9% 41.6% 6.9% 100.0%

親族等の理解や支援を得た N 13 16 24 73 101 26 253
% 5.1% 6.3% 9.5% 28.9% 39.9% 10.3% 100.0%

その他の準備をした N 12 12 33 76 96 47 276
% 4.3% 4.3% 12.0% 27.5% 34.8% 17.0% 100.0%

特別な準備をしなかった N 18 19 23 82 564 327 1033
% 1.7% 1.8% 2.2% 7.9% 54.6% 31.7% 100.0%

出所）筆者作成。
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いうのは資本政策そのものが存在していないこ

とを意味し、「特別な準備をしなかった」経営者

の 8 割が十分な経営スキルを持ち合わせていな

い可能性を示している。逆に「わからない」と

いう回答の割合が最も低かったのが、「創業者向

け・将来の経営者向けのセミナーに参加した」

回答者の 40.4% である。この 4 割という数値も

十分に低いとは思えないが、創業者や経営者向

けのセミナーへの参加が経営者としてのスキル

を身につける機会として相対的に優れているこ

とは指摘できる。

　以上より、プラスの自己資本比率を維持・把

握することや、経営計画の策定は企業業績の安

定（2 期連続赤字の回避）につながっていた。ま

た自己資本比率を把握したり、経営計画を策定

したりする経営者は何らかの準備を行っており、

将来の経営者向けのセミナーに参加した」と回

答した経営者である。特に「創業者向け・将来

の経営者向けのセミナーに参加した」と回答し

た経営者は「経営計画はない」もしくは「わか

らない」と回答する割合が合計でも 30％に満た

ない。

　次に経営者となる前の準備状況と、自己資本

比率の水準および把握状況との関係について、

表 4 で確認する。ここでも目立つのが「特別な

準備をしなかった」という経営者の実に 80.6%

が「わからない」と回答している点である。前

掲の表 1 で確認したとおり、自己資本比率はプ

ラスの水準であれば業績に大きな差はみられな

かった。おそらくは企業の規模や成長段階によ

って最適な資本構成が異なるからであろう。し

なしながら、自己資本比率を把握していないと

表 4　経営者になる準備状況と自己資本比率

経営者になるための準備状況
自己資本比率

0 〜 20% 未満 20% 以上
40％未満

40% 以上
60% 未満 60% 以上 債務超過 わからない 合計

以前つとめていた会社が倒産
やリストラなどのためにやむ
を得ず、起業や転職をした

N 62 17 10 21 18 190 318

% 19.5% 5.3% 3.1% 6.6% 5.7% 59.7% 100.0%
経営者になることを目指して準
備をしていた

N 109 82 31 69 30 374 695
% 15.7% 11.8% 4.5% 9.9% 4.3% 53.8% 100.0%

創業者向け・将来の経営者向け
のセミナーに参加した

N 23 12 8 4 6 36 89
% 25.8% 13.5% 9.0% 4.5% 6.7% 40.4% 100.0%

同様の事業を行っている会社で
経験を積んだ

N 76 54 23 49 28 292 522
% 14.6% 10.3% 4.4% 9.4% 5.4% 55.9% 100.0%

貴社の社内で経験を積んだ N 47 32 22 28 21 129 279
% 16.8% 11.5% 7.9% 10.0% 7.5% 46.2% 100.0%

貴社の取引先・親会社等での経
験を積んだ

N 20 11 4 9 10 48 102
% 19.6% 10.8% 3.9% 8.8% 9.8% 47.1% 100.0%

独学や学校等で必要な知識を身
につけた

N 51 22 17 26 15 174 305
% 16.7% 7.2% 5.6% 8.5% 4.9% 57.0% 100.0%

銀行に相談に行った N 11 10 4 11 6 44 86
% 12.8% 11.6% 4.7% 12.8% 7.0% 51.2% 100.0%

元手となる自己資金を貯金した N 39 25 13 37 9 108 231
% 16.9% 10.8% 5.6% 16.0% 3.9% 46.8% 100.0%

親族等の理解や支援を得た N 41 17 12 26 10 147 253
% 16.2% 6.7% 4.7% 10.3% 4.0% 58.1% 100.0%

その他の準備をした N 47 15 8 25 12 169 276
% 17.0% 5.4% 2.9% 9.1% 4.3% 61.2% 100.0%

特別な準備をしなかった N 94 25 13 42 26 833 1033
% 9.1% 2.4% 1.3% 4.1% 2.5% 80.6% 100.0%

出所）筆者作成。
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の改善」、「多様な人材の確保」、「中期経営計画

の策定」、および「新規事業の立ち上げ」の項目

で統計的に有意な差が認められた。このことは

「きんしん経営塾」の受講が企業の経営改善や、

地域の雇用の質の向上、企業の成長促進などに

寄与する可能性を示唆している。地域金融機関

による中小企業経営者に対する経営者教育プロ

グラムを通じた地方創生のイメージは図 1 のと

おりである。経営者教育に取り組む主体を地域

金融機関に限定する必要はないが、中小企業の

経営改善や成長は地域金融機関自身にとっても

資産の質の向上やビジネス機会の拡大につなが

ると考えられる 5）。

5　むすびにかえて
　人口減少期を迎えたわが国において、地域経

済が厳しい環境に置かれており、地域経済を支

える地域金融機関も再編を含めたさまざまな経

営努力が求められている。ただし、地域金融機

関の取り組みのみならず、地域経済の主役であ

る中小企業を支援する取り組みはさまざまあり

ながら、十分に活用されていないことも指摘さ

れていた。そこで本稿では中小企業経営者の経

営スキルを向上させる経営者教育の持つ可能性

を検証した。また近年の海外における経営者教

育では経営者の金融リテラシーが注目されてお

り、経営者の金融リテラシーと企業業績との関

係についても検証した。

　自己資本比率を把握していたり、経営計画を

策定していたりする経営者の企業は、そうでな

い企業と比べて、2 期連続黒字の割合が高く、2

期連続赤字の割合が低かった。また割合こそ少

なかったが、経営者になるための準備として創

業者希望者向けのセミナーを受講していた経営

者の企業は自己資本比率を把握していない割合

や、経営計画を策定していない割合が低かった。

特に創業者や将来の経営者向けのセミナーが有

効である可能性が示唆された。そうしたセミナ

ーに参加した経験を持つ経営者の割合はまだわ

ずかであるが、経営者教育を普及させることが

中小企業の経営改善や経営の安定性につながる

可能性が示唆される。

（2） 経営者教育の実践例と効果
　家森・北野（2017）に基づいて確認したとお

り、自己資本比率の把握や経営計画の策定とい

う経営者に求められる金融リテラシーの要素が、

企業の業績にプラスの影響を与える可能性が示

された。また割合は少なかったが、創業希望者

や経営者向けのセミナーを受けた経営者におい

ては自己資本比率を把握していなかったり、経

営計画を策定していなかったりということが少

ないこともわかった。これらの結果から経営者

教育は中小企業の経営改善に有益な影響を与え

ると考えられる。

　そこで本項では北野（2017）に基づいて具体

的な経営者教育の実践事例とその効果を検証す

る。北野（2017）では金沢信用金庫の「きんし

ん経営塾」を事例として取り上げ、その効果を

検証した。処置群は「きんしん経営塾」の受講

企業の 64 社、比較対象である対照群は金沢信用

金庫が行う景気動向調査の協力企業の 204 社、

調査対象の合計は 268 社である。

　北野（2017）による調査では残念ながら、受

講企業と非受講企業との間で売上の増加、営業

利益の増加、従業員数の増加という定量的に把

握可能な成果について、統計的に有意な差が認

められなかった 。一方で、経営者の経営改善へ

の取り組みについては、受講企業と非受講企業

との間に違いがみられた。表 5 のとおり、「販路

の開拓」、「人事評価制度の見直し」、「人材育成

の強化」、「従業員の賃金等の増加」、「組織風土
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表 5　受講企業と非受講企業との経営努力の比較

経 営 努 力 の
項目

非受講
／

受講

N
／
％

合計 分析結果

販路の開拓
＊＊

非受講 N 66 23 37 61 15 202 値 自由度 漸近有意確率 （両側）
％ 32.7% 11.4% 18.3% 30.2% 7.4% 100.0% Pearson のカイ 2 乗 15.389 4 0.004

受講 N 8 3 19 26 8 64 尤度比 16.667 4 0.002
％ 12.5% 4.7% 29.7% 40.6% 12.5% 100.0% 線型と線型による連関 11.905 1 0.001

多様な人材の
確保＊

非受講 N 138 14 25 18 6 201 値 自由度 漸近有意確率 （両側）
％ 68.7% 7.0% 12.4% 9.0% 3.0% 100.0% Pearson のカイ 2 乗 11.564 4 0.021

受講 N 29 10 11 10 3 63 尤度比 11.08 4 0.026
％ 46.0% 15.9% 17.5% 15.9% 4.8% 100.0% 線型と線型による連関 7.139 1 0.008

人事評価制度
の見直し＊＊

非受講 N 144 16 27 11 3 201 値 自由度 漸近有意確率 （両側）
％ 71.6% 8.0% 13.4% 5.5% 1.5% 100.0% Pearson のカイ 2 乗 18.589 4 0.001

受講 N 31 2 19 9 2 63 尤度比 17.491 4 0.002
％ 49.2% 3.2% 30.2% 14.3% 3.2% 100.0% 線型と線型による連関 14.829 1 0

人材育成の強
化＊＊

非受講 N 93 7 35 55 8 198 値 自由度 漸近有意確率 （両側）
％ 47.0% 3.5% 17.7% 27.8% 4.0% 100.0% Pearson のカイ 2 乗 17.033 4 0.002

受講 N 12 3 17 23 7 62 尤度比 17.728 4 0.001
％ 19.4% 4.8% 27.4% 37.1% 11.3% 100.0% 線型と線型による連関 14.221 1 0

従業員の賃金
等の増加＊＊

非受講 N 84 12 38 58 10 202 値 自由度 漸近有意確率 （両側）
％ 41.6% 5.9% 18.8% 28.7% 5.0% 100.0% Pearson のカイ 2 乗 18.243 4 0.001

受講 N 13 7 16 16 11 63 尤度比 17.283 4 0.002
％ 20.6% 11.1% 25.4% 25.4% 17.5% 100.0% 線型と線型による連関 8.175 1 0.004

組織風土の改
善＊＊

非受講 N 102 7 62 23 6 200 値 自由度 漸近有意確率 （両側）
％ 51.0% 3.5% 31.0% 11.5% 3.0% 100.0% Pearson のカイ 2 乗 16.438 4 0.002

受講 N 14 4 30 11 4 63 尤度比 17.287 4 0.002
％ 22.2% 6.3% 47.6% 17.5% 6.3% 100.0% 線型と線型による連関 13.786 1 0

新規事業の立
ち上げ☨

非受講 N 146 4 13 11 9 183 値 自由度 漸近有意確率 （両側）
％ 79.8% 2.2% 7.1% 6.0% 4.9% 100.0% Pearson のカイ 2 乗 8.204 4 0.084

受講 N 41 0 10 6 5 62 尤度比 8.655 4 0.07
％ 66.1% 0.0% 16.1% 9.7% 8.1% 100.0% 線型と線型による連関 4.722 1 0.03

中期経営計画
の策定＊＊

非受講 N 125 8 29 13 8 183 値 自由度 漸近有意確率 （両側）
％ 68.3% 4.4% 15.8% 7.1% 4.4% 100.0% Pearson のカイ 2 乗 18.245 4 0.001

受講 N 26 2 21 11 2 62 尤度比 17.311 4 0.002
％ 41.9% 3.2% 33.9% 17.7% 3.2% 100.0% 線型と線型による連関 11.372 1 0.001

注 1）＊＊：p<0.01, ＊：p<0.05, ☨：p<0.1（以下、同じ）
注 2）経営努力については 2016 年 11 月時点で直近に決算を迎えた事業年度における取り組み状況を質問している。
注 3）紙幅の制約もあり、統計的な有意差が認められたもののみ掲載しているが、経営努力に関する 18 の調査項目のうち 16 項

目で受講企業の方が積極的な経営努力を行っていた。
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図 1　地域金融機関による経営者教育がもたらす地方創生のイメージ

出所）筆者作成。
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金融仲介の改善に向けた検討会議（2018）は、や

はり人口減少下の地域経済において資金需要が低

迷し、利ザヤも縮小するなかで地域金融機関の再

編に関する検討内容を報告している。

2）家森・北野（2017）の調査では、経営者になる

前にどのような準備を行ったかを尋ねた（複数回

答可）。最も選択割合が高かったのは「特別な準

備をしなかった」の 34.4％である。

3）家森・北野（2017）の調査では、創業者である

経営者のうち「創業者向け・将来の経営者向けの

セミナーに参加した」と回答したのは、わずか 3％

であった。

4）ただし、家森・北野（2017）で経営者に回答し

てもらった金融リテラシーテストの結果と、「中

期経営計画を策定する能力」に対する自己評価と

の間には統計的に有意ではあるものの、弱い相関

しかみられなかった。この結果については、家森・

北野（2017）で行った金融リテラシーテストが経

営者に求められる金融リテラシーと適合していな

い、もしくは経営者が自身の中期経営計画の策定

能力を適切に評価できていない、などの可能性が

考えられる。いずれにせよ、今後は調査方法を見

直す必要がある。

5）筆者が経営者教育に取り組む主体として地域金

融機関に期待する理由に、中小企業に対する情報

提供ルートとして、金融機関が中核となるべきで

ある、という安田（2014）の提言に同意できると

いう点もある。
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の検証内容が経営者教育の普及や、中小企業経
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ば幸いである。
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果、および JSPS 科研費 JP17K03822 の助成を受

けた研究成果の一部である。本稿の作成にあたっ

ては研究プロジェクトに参加する機会をいただ

き、データの利用についてもご快諾いただくなど

神戸大学経済経営研究所の家森信善教授に大変お

世話になった。また RIETI のプロジェクトに参

加された先生方や、DP 検討会の先生方からは本

稿の原案に対して有益なコメントを頂いた。記し

て感謝したい。なお本稿において誤りがあればそ

の責任は筆者らにある。

1）今年（2018 年）の 4 月には金融庁から金融仲介

の改善に向けた検討会議がまとめた「地域金融の

課題と競争のあり方」という報告書が出された。
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